
地⽅税法
（固定資産税に関する⽤語の意義）
第３４１条
⼟地及び家屋以外の事業の⽤に供
することができる資産（鉱業権、
漁業権、特許権その他の無形減価
償却資産を除く。）で、

企企業業・・税税務務経経理理上上のの
「「建建物物」」ででははなないい。。

「「家家屋屋評評価価基基準準」」以以外外

➀ 家屋と償却資産の区分方法

（資料1）

（資料2）

⇒家家屋屋（（不不動動産産登登記記法法建建物物・・家家屋屋評評価価基基準準））以以外外

償却
資産建物

家屋
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（資料3）

（資料4）

資産番号 資産名称 取得⽇ 取得価額 減価償却 耐⽤年
数

地⽅税申
告

10001建物 ⼯場 20150309 708,225,000 定額 39

10002建物 倉庫物置 20150309 524,300 定額 5
10003建物 倉庫物置 20150309 14,900,000 定額 35
10004建物附属 キュービクル 20150309 1,874,200 定率 15
10005建物附属 蓄電設備 20150309 478,635 定率 15
10006建物附属 発電設備 20150309 234,000 定率 15
10007建物附属 防犯カメラ 20150309 260,800 定率 8
10008建物附属 ⾼圧ケーブル 20150309 521,700 定率 39
10009建物附属 低圧ケーブル 20150309 1,996,000 定率 39
10010建物附属 配電盤 20150309 3,000,000 定率 15
10011建物附属 分電盤 20150309 1,837,040 定率 15「企企業業会会計計原原則則 第三
貸借対照表原則 (一) 資産
固定資産は、有形固定資産、無形固
定資産及び投資その他の資産に区分

しなければならない。建物、構築物、
機械装置・・」、

地地方方税税法法「家屋（不動産登記法

の建物とその意義を同じくす

るもの・家屋評価基準）」

以外が償却資産
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（資料5）

（資料6）

＊横浜市作成「償却資産（固定資産税）申告の手引き」を基に加工
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（資料7）

（資料8）

評価基準年度に
よって、
「家屋」対象が、
見直される。
「家屋」以外の
償却資産は、そ
のために、申告
対象内容が変更
される。
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（資料9）

（資料10）

チェックシート（現地調査） 

調査場所       町     丁目    番   年  月  日 

納税義務者 
住 

所 

 氏

名 

 

調査対応者 氏名 

    経理担当者 

    関与税理士 

 その他（     ） 

 

 

 

調査業務 土地    家屋    その他（      ） 

 

 

 

確 

 

認 

 

事 

 

項 

（（共共通通））  

  外構工事：：舗装路面、塀、フェンス、緑化施設、外灯、その他（    ） 

  電気設備：：受変電設備、発電設備、蓄電池設備、中央監視設備、電話交換機 

  広告塔・看板：：広告塔、袖看板、壁面箱文字、ネオンサイン、立看板 

  構築物：：車庫・自転車置き場、その他（     ） 

（（共共同同住住宅宅））                    （（駐駐車車場場））  

    ルームエアコン           機械式駐車場 

  メールボックス           自走式駐車場 

  その他（    ）         その他（    ） 

（（飲飲食食店店等等））                    （（店店  子子））  

  厨房設備              内装工事等 

  冷蔵ケース             その他（    ） 

  その他（    ） 

（（そそのの他他））  

 

調査担当者 係名  氏名  

償却資産担当 
申告書送付 

年 月 日      

 申告書受理 

年 月 日 
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（資料11）

（資料12）

② 近隣自治体との連携の必要性

② 近隣自治体との連携の必要性
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（資料13）

（資料14）

③ 新たな償却資産への取組
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（資料15）

（資料16）
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（資料17）

（資料18）

わがまち特例をめぐる実務の現場と課題

電気自動車用充電器について
①現地調査及び申告状況の確認
・インターネット上で宇佐市内
にある充電器を把握。⾃動⾞販
売店敷地内設置のもの以外に関して、
現地調査をおこない台数や機種情報など把握を⾏
う。

・１５か所ネット上で確認 現地調査
→内６か所確認設置確認された⼟地所有者の
償却資産台帳には充電器の名称はなかった

• ⼟地所有者以外の所有者がいる
可能性が⾼い
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（資料19）

（資料20）

わわががままちち特特例例

川川崎崎市市記記者者発発表表
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（資料21）
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